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労働時間①

3

年間総実労働時間は減少傾向で推移している。

長らく全国平均を上回っていたが、令和5年は

1,712時間となり、全国平均を下回った。
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資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）事業所規模３０人以上。総実労働時間の年換算値については、各月間平均値を12倍し、小数点以下第

１位を四捨五入したものである。

年次有給休暇の取得率は上昇傾向で推移している。

直近（令和４年）の取得率は64.5％と全国計を上

回っており、全国で８番目に高い水準となっている。
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資料出所:就労条件総合調査の特別集計を基に厚生労働省雇用環境・均等局総務課雇用環境政策室が作成
（H27までは厚生労働省労働基準局労働条件政策課、H28～R3は厚生労働省雇用環境・均等局職業生活
両立課が作成）

年次有給休暇
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主要産業別年間総実労働時間（全国）
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労働時間②
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主要産業別年間総実労働時間（茨城県）

全国では「建設業」「運輸、郵便業」「製造業」の順で年間労働時間が長く、茨城県では「建設業」「製造

業」「運輸、郵便業」の順で長い。

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 事業所規模３０人以上。

総実労働時間の年換算値については、各月間平均値を １２倍し、小数点以下第１位を四捨五入したものである。

主要産業別年間総実労働時間
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女性活躍等の状況①

男女の所定内給与額の賃金水準は、令和５年は男性

が347,000円（前年度比15,600円増）、女性が

250,100円（同4,400円増）であり、全国順位で男性

が７位（前年度10位）、女性が13位（同13位）と

なっている。

男女の所定内給与額の状況

茨城県の管理的職業従事者に占める女性の比率は、

緩やかに上昇傾向にあるが、全国平均を下回る水準

で推移している。

管理的職業従事者に占める女性の比率

資料出所：総務省統計局「国勢調査」
※雇用者における「管理的職業従事者」及び役員の人数及び割合
※従業上の地位の不詳補完値により集計

平均 決まって支給する

勤続年数 現金給与額 所定内給与額 順位

男性 44.5歳 13.7年 376,500円 342,000円 －

女性 42.3歳 9.8年 276,300円 258,900円 －

男性 44.1歳 14.7年 366,300円 331,400円 10位

女性 43.0歳 10.6年 260,400円 245,700円 13位

男性 44.6歳 13.8年 385,400円 350,900円 －

女性 42.6歳 9.9年 280,700円 262,600円 －

男性 44.9歳 14.9年 380,300円 347,000円 7位

女性 43.1歳 10.4年 270,400円 250,100円 13位

令和

5年度

令和

4年度

年度 平均年齢
項目

区分

全　国

茨城県

全　国

茨城県

資料出所：「令和４年賃金構造基本統計調査」及び「令和５年賃金構造基本統計調査」
の参考表１
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女性活躍等の状況②

茨城県の女性の労働力率は全ての年代で概ね上昇

傾向で推移しており、Ｍ字型カーブの谷も浅くなっ

ている。

令和２年における女性労働力率は、全国平均とほ

ぼ同水準となっている。

年齢階級別女性労働力率

資料出所：総務省「国勢調査」

茨城県の合計特殊出生率（一人の女性が一生の間

に産む子どもの数に相当するもの）は、平成中期頃

までは全国より若干高めであったが、近年は全国と

ほぼ同水準で推移している。

出生数及び合計特殊出生率

資料出所：厚生労働省「人口動態調査」
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賃金の状況①

賃金水準について現金給与総額（年平均）でみると、令和５年は茨城県が323,329円、全国平均が

329,777円となっている。

また、令和2年を100とした名目賃金指数でみると、令和5年は茨城県が100.8、全国が103.5となってい

る。一方、消費者物価指数（水戸市）は2年連続で増加し、令和5年は106.5となっている。
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資料出所：厚生労働省、茨城県「毎月勤労統計調査（事業所規模5人以上・年平均）」
※「現金給与総額」とは,「きまって支給する給与」と「特別に支払われた給与」の合計額であり,所
得税,社会保険料,組合費などを差し引く前の総額のことである。
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資料出所：厚生労働省、茨城県「毎月勤労統計調査（事業所規模5人以上・年平均）」
総務省統計局「消費者物価指数」
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ラ
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【円】
目安差額

埼 玉 50 ±０ 和 歌 山 51 ＋１

千 葉 50 ±０ 島 根 58 ＋８

東 京 50 ±０ 岡 山 50 ±０

神 奈 川 50 ±０ 広 島 50 ±０

愛 知 50 ±０ 山 口 51 ＋１
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栃 木 50 ±０ 岩 手 59 ＋９
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賃金の状況② 2024（R６）年度 地域別最低賃金額一覧

地域別最低賃金の最高額と最低額の格差の推移

改定年度 2015
H27

2016
H28

2017
H29

2018
H30

2019
R1

2020
R2

2021
R3

2022
R4

2023
R5

2024
R6

最高額（円） 907 932 958 985 1,013 1,013 1,041 1,072 1,113 1163

最低額（円） 693 714 737 761 790 792 820 853 893 951

最低額÷最高額（％） 76.4 76.6 76.9 77.3 78.0 78.2 78.8 79.6 80.2 81.8 8
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雇用情勢【求人・求職】

・令和6年11月の有効求人倍率（季節調整値）は、1.32倍となり全国平均を0.07ポイント上回る水準（全国16番目）。

・【基調判断】「県内の雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているものの、改善の動きが弱まっている。引き続

き、物価上昇等が雇用に与える影響を注視していく必要がある。」

有効求人倍率
ハローワークで受け付けた有効中の求人数=「有効求人数」

ハローワークに登録している求職者数=「有効求職者数」
=
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2021年4月1日

茨城労働局の取り組み・実績
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賃金引上げに活用できる助成金

業務改善助成金 働き方改革推進支援助成金（4コース）

生産性向上に資する設備投資を行うと共に、事業場内最低賃金を一定
額以上引き上げた場合に、設備投資にかかった費用の一部を助成

生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組む中小企業事業主に対
して、その実施に要した費用の一部を助成（成果目標に賃金引上げを
加えることで達成時に加算）

キャリアアップ助成金（6コース）

非正規雇用の労働者の正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に
対して助成

年度 件数 金額

令和5年度 217件 263,038千円

令和6年度
（12月まで）
【前年同月比】

274件
【+89.0％】

395,338千円
【+137.9%】

交付決定件数（茨城労働局実績）

年度 件数 金額

令和5年度 103件 132,901千円

令和6年度
（11月まで）

33件 44,263千円

労働時間短縮・年休促進支援コース
交付決定件数（茨城労働局実績）

【活用事例】

機械器具
製造業

各設備の稼働状況管理システムの導入による工場全体
の作業効率の向上

医療業
検査機器の導入による患者の待ち時間の短縮と検査効
率化

介護 送迎用車両導入による送迎業務の効率化

飲食店
タブレット型セルフオーターシステムの導入による作
業効率の向上

最大600万円

1人あたり
最大80万円※

最大480万円※

年度 件数 金額

令和5年度 679件 522,697千円

令和6年度
（11月まで）

238件 157,632千円

※労働時間短縮・年休促進支援コースの場合

※正社員化コースの場合（加算あり）

正社員化コース
支給決定件数（茨城労働局実績）



「年収の壁」への当面の対応策
（「年収の壁・支援強化パッケージ」）（令和 5年 1 0月～）

人手不足への対応が急務となる中で、短時間労働者が「年収の壁」を意識せず働くことができる環境づくりを支援するため、
当面の対応として下記施策（支援強化パッケージ）に取り組むこととし、さらに、制度の見直しに取り組む。

106万円の壁への対応

◆キャリアアップ助成金

キャリアアップ助成金に社会保険適用時処遇改善コース

を新設し、短時間労働者が被用者保険（厚生年金保険・

健康保険）の適用による手取り収入の減少を意識せず働

くことができるよう、労働者の収入を増加させる取組を

行った事業主に対して、労働者１人当たり最大50万円の

支援を行う。なお、実施に当たり、支給申請の事務を簡

素化。

労働者の収入を増加させる取組については、賃上げや所

定労働時間の延長のほか、被用者保険適用に伴う保険料

負担軽減のための手当（社会保険適用促進手当）として、支

給する場合も対象とする。

◆社会保険適用促進手当

事業主が支給した社会保険適用促進手当については、

適用に当たっての労使双方の保険料負担を軽減するため、

新たに発生した本人負担分の保険料相当額を上限として

被保険者の標準報酬の算定において考慮しない。

130万円の壁への対応

配偶者手当への対応

◆企業の配偶者手当の見直しの促進

特に中小企業においても、配偶者手当の見直しが進むよう、

(1) 見直しの手順をフローチャートで示す等

わかりやすい資料を作成・公表した。

(2) 中小企業団体等を通じて周知する。

◆事業主の証明による被扶養者認定の円滑化

被扶養者認定基準（年収130万円）について、

労働時間延長等に伴う一時的な収入変動による被扶養者認定の判

断に際し、事業主の証明の添付による迅速な判断を可能とする。

12

年度 件数

令和5年度 99件

令和6年度（11月まで） 140件

キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）
計画決定件数（茨城労働局実績）
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同一労働同一賃金の徹底
同一企業内における正社員と非正規労働者との不合理な待遇差を禁止する同一労働同一賃金の施行については、パートタイム・有

期雇用労働法等に基づき、労働局雇用環境・均等室において報告徴収等を通じた施行状況の確認を積極的に行うと共に、法違反が認
められた場合には、助言・指導等を行っているほか、働き方改革推進支援センターによるコンサルティング等も実施している。
令和4年12月からは、新たに労働基準監督署と連携し、待遇差が問題となりうる事案を把握し、労働局の指導に繋げることで同一

労働同一賃金の遵守の徹底を図っている。
さらに、令和5年11月からは、労働基準監督署において、基本給・賞与の差の根拠の説明が不十分な企業等について、文書で要請

を行い、経営者に対応を求めるなど、更なる徹底に向けた取組を行っている。

労
働
基
準
監
督
署

労
働
局

雇
用
環
境
・
均
等
室

労働基準監督署による事実関係の確認

対象企業選定
パート・有期雇用労働法
に基づく報告徴収等

働き方改革推進支援センターに
おける相談・コンサルティング

文書による点検要請

労
働
局
長
に
よ
る
助
言
・
指
導
等

待
遇
の
点
検
・
見
直
し

不
合
理
な
待
遇
差
の
是
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持
続
的
な
賃
上
げ
の
実
現

同
一
労
働
同
一
賃
金
の
徹
底

法
違
反
の
場
合

法違反のない場合もセンターの

活用勧奨等雇用管理改善を助言

：既存の取組 ：令和4年12月からの取組

：令和5年11月からの取組



〇 就業規則の作成方法、賃金規定の見直し、労働関係助成金の活用

など、『働き方改革』に関連する様々なご相談に総合的に対応し、

支援することを目的として、全国47都道府県に設置。

働き方改革推進支援センターの取組

★ 以下の４つの取組をワンストップで支援します。

① 長時間労働の是正

② 同一労働同一賃金等非正規雇用労働者

の待遇改善

③ 生産性向上による賃金引上げ

④ 人手不足の解消に向けた雇用管理改善

例えば、
以下のようなことを
総合的に検討して支援！

・弾力的な労働時間制度

・業種に応じた業務プロ
セス等の見直し方法

・利用できる国の助成金

14

茨城働き方改革推進支援センター 実施機関：茨城県社会保険労務士会

働き方改革推進支援センター

実施内容 件数

相談（電話・メール・来所等） 533件

コンサルティング 425件

セミナー開催 31回

茨城働き方改革推進支援センター業務実績
（令和6年度・12月末まで）



○ ハローワークでは、全国ネットワークを活かし、求人者・求職者双方のニーズに基づくきめ細やかなマッチング支援を行っています。

○ 人材不足分野等における人材確保に当たっては、ハローワークの人材確保対策コーナー等において、地方自治体や業界団体等と連携
して、当該分野のしごとの魅力を発信し求職者の拡大を図るとともに、求人充足と職場定着のための雇用管理改善等の事業所支援を強
化して、両者を結び付けるマッチング機会を拡充することにより、人材確保と雇用管理改善を促進しています。

・ 協議会における地域の業界団体等との連携の枠組みづくり

医療、介護、保育、建設、警備、運輸分野の業界団体等を
構成員とする協議会の開催、取組計画の策定等

・ 求人者に対する支援
求人者への求人充足に向けた助言・指導
事業所見学会、就職面接会等の開催
職場定着のための雇用管理改善等の支援

・ 求職者に対する支援
担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介
求人情報の提供、最新の業界動向、仕事の内容や魅力等の情報発信

・ 業界団体、関係機関等との連携による支援
業界団体、関係機関等との連携によるセミナー、就職面接会の開催
ナースセンター、福祉人材センター、保育士・保育所支援センター

   との連携による巡回相談やイベントの実施

人材確保支援

15

概 要

支 援 内 容

年度 充足数 うち、人材不足分野の充足数

令和５年度 24,380件 5,297件

令和６年度（11月まで） 15,138件（▲6.0％） 3,794件（＋5.1%)

※（ ）内は対前年同期比



業界団体等と連携した人材確保対策の取組例
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人材不足分野における人材確保と職業理解の促進及び就
職氷河期世代の不安定就労者・無業者に対する支援の強
化並びに潜在対象求職者の掘り起こしを目的としたマッ
チングイベントを開催。
面接だけに限らず、会社説明や仕事に対する質問や疑問
等を採用担当者と気軽に相談等ができるよう工夫して運
営。

共催団体のブースを会場に設置し、参加求職者等に向
けた各業界のアピールや理解促進を図るための体験イベ
ント、各種展示及び仕事理解のための相談など、各団体
と相互連携し運営を図っている。

●共催
①茨城県建設業協会
②茨城県警備業協会
③茨城県トラック協会
④介護労働安定センター
⑤茨城県社会福祉協議会
⑥茨城県看護協会

就職応援フェア（令和６年１０月）

実績
●参加事業所数 ６０社
●参加求職者数１１６名

バス運転体験の様子

バス運転体験・会社説明会

（令和６年８月・令和７年３月（予定））

人材不足分野であるバス運転手の人材確保を図るため、
県バス協会等と連携し、バス運転体験・会社説明会を
開催。
大型免許を取得していない参加者を中心に、実際のバ
ス運転体験や、複数のバス会社の採用担当者からの説
明を受け、より一層バス運転手への理解が深められる
よう工夫。

実績（令和６年８月開催）
●参加事業所数 ６社
●参加者 ４５名

参加者の声
・実際にバスを運転してみて、応募したいと思った。
・複数のバス会社の説明が受けられてよかった。就職応援フェアの会場の様子

POINT
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